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第１章 新潟市移動等円滑化促進方針の策定にあたって 

 １.１ 移動等円滑化促進方針の策定趣旨 

背景と目的 

本市は、「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進
に関する法律（以下、「交通バリアフリー法」という。）」〔平成 年（ 年）
月施行〕に基づいて、市町村合併前の旧新潟市では平成 年に「新潟市交通

バリアフリー 年に「かめだまち移動円滑
化基本構想」を策定し、利用者の多い旅客施設を中心に重点整備地区を設定し、
バリアフリー化に取り組んできました。 
平成 年 月に周辺市町村と合併し、本市は政令指定都市として新たなスター

トを切り、以降、 つの行政区において、地域の特性を生かした個性あふれるまち
づくりを進めてきました。一方で、これまでに策定した移動円滑化基本構想の重
点整備地区は、市町村合
み指定されていることとなり、同じ市内においてバリアフリー化の進捗に差が出
ています。そのため、高齢者や障がい者等が多く利用される旅客施設を中心とし
たバリアフリー化を、市内中心部だけではなく新潟市全区において進めていく必
要があります。 
一方で、バリアフリー関連法は、図 に記載のとおり、重点的かつ一体的な

バリアフリー化を進めるため拡充されてきました。 

図  バリアフリー法の変遷

ハートビル法 
（平成6年9月施行）

建築物のバリアフリー化
を促進するための法律

交通 法
（平成12年11月施行）

駅などの旅客施設や車両
等のバリアフリー化を促
進するための法律

バリアフリー法 
（平成18年12月施行）

建築物、旅客施設、車両等、
道路、路外駐車場、都市公園
の面的なバリアフリー化を
促進するための法律

改正バリアフリー法
（平成30年12月施行） 

理念を示すとともに、ソフト
面や心のバリアフリーを含
めた取り組みをさらに推進
し、スパイラルアップを図る
ための法改正

障害者差別解消法 
（平成28年4月施行）等 



第１章 新潟市移動等円滑化促進方針の策定にあたって 

2

平成 30 年（2018 年）11 月から「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律の一部を改正する法律（以下、「改正バリアフリー法」という。）」が施
行されました。多様な個性を持つ全ての人々が、互いの個性を尊重し合う共生社
会の実現や、社会的障壁の除去に向け、移動等円滑化を総合的かつ計画的に実施
させるため、市町村による移動等円滑化促進方針及び基本構想の作成が努力義務
化されました。また、令和 6年（2024 年）4月 1 日には、障がいのある人への不
当な差別的取扱いを禁止し、申し出があった際の合理的配慮の提供が義務化され
ました（改正障害者差別解消法施行）。 
なお、本市では、既に「新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづく

り条例」を平成 28 年（2016 年）4月に施行し、事業者への合理的配慮の提供の義
務化に合わせて、 、本市に住
む誰もが生き生きと安心して暮らせる共に生きる社会（共生社会）の実現に向け
て取り組むこととしています。 
このようなバリアフリー化の取り組みや関係法令の変遷を背景とし、本市では

合理的配慮の提供や心のバリアフリーへの意識を醸成するとともに、これまでに
策定した基本構想を踏襲しながら、誰もが快適に過ごせるまちの実現に向けて、
市内全区へのバリアフリー化を展開することを目的として、「新潟市移動等円滑化
促進方針」を策定することとしました。 

 注：本市では「障がい」と表記することを原則としています。ただし、法律などで決まった 
名称中の「障害」はそのままとします。
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 ※移動等円滑化促進方針とは何か 

バリアフリー法では、高齢者、障がい者等の移動や施設利用の利便性・安全性向上を
促進するために、公共交通機関、建築物、公共施設のバリアフリー化を推進することと
されています。 
この法律による移動等円滑化促進方針は、旅客施設を中心とした地区や、高齢者、障
がい者等が利用する施設が集まった地区（「移動等円滑化促進地区」）において、面的・
一体的なバリアフリー化の方針を市町村が示すもので、広くバリアフリーについて考え
方を共有し、具体の事業計画であるバリアフリー基本構想（以下「基本構想」という。）
の作成に繋げていくことをねらいとしたものです。 
なお、移動等円滑化促進方針においては、市域全体のバリアフリーに関する方針につ
いても明確にした上で、当該方針を踏まえた移動等円滑化促進地区を設定することが望
ましいとされています。 

資料：移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン（R3.3） 
図 1-2 移動等円滑化促進方針のイメージ
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 ※合理的配慮とは何か

■参考：令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化のパンフレット（抜粋）

 障害者差別解消法が変わります！ 

 令和 6年 4月 1日から合理的配慮の提供が義務化されます。 

 令和 3 年に障害者差別解消法が改正され、事業者による障がいのある人への 
合理的配慮の提供が義務化されました。 
障がいのある人もない人も、互いにその人らしさを認め合いながら共に生き 

る社会の実現に向け、事業者の皆さまもどのような取組ができるか、考えてい 
きましょう！ 

 改正後 

行政機関等 事業者 

不当な差別的取扱い 禁止 禁止 

合理的配慮の提供 義務 努力義務⇒義務

本市では平成 28 年より既に義務化しています。
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 ※新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例

■参考：新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例 パンフレット（表紙）

新潟市では「新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例」を制定し、 
障がいの有無に関わらず、誰もが生き生きと安心して暮らせる共生社会の実現を目指して 
います。 
条例では市・事業者に対して、障がい等を理由とした差別（不利益な取り扱い・合理的 
配慮の不提供）を法的義務として禁止するとともに、実際に差別が起きてしまった場合、 
双方の話し合いにより解決することを基本としています。 

※本市では令和６年４月１日からの障害者差別解消法（令和３年改正）の施行に先駆けて、
平成 28年度の条例施行時から事業者の合理的配慮の義務化を行っています。
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 １.２ 移動等円滑化促進方針の目標と位置づけ 

新潟市移動等円滑化促進方針は改正バリアフリー法の趣旨に対応するよう、新潟
市の最上位計画である新潟市総合計画に基づいて策定するものです。また、都市計
画基本方針や立地適正化計画などの計画と整合を図るとともに、地域公共交通計画
や中心市街地活性化基本計画などの関連計画とも相互に連携が図られた計画とし
ます。 
移動等円滑化促進方針で定めた各移動等円滑化促進地区内において、地区別のバ

リアフリー基本構想の策定を目指すとともに、更にその中で重点整備地区を設定し、
具体的な事業を行うための法に基づく特定事業計画を作成し、事業進捗を図ります。 

※関連する計画については、次期計画策定時において、本移動等円滑化促進方 
針の内容を反映させることとします。 

図  移動等円滑化促進方針の位置づけ
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 １.３ 目標年次 

移動等円滑化促進方針は、今後の都市整備においてバリアフリー化を促進してい
く地区や整備の進め方の指針となるよう、その方針を示すものであり、概ね 年
後の 年度（令和 年度）を目標年次とします。 
また、本方針に基づく事業の進捗や社会情勢の変化などを踏まえ、策定後、 年

間が経過した 年度（令和 年度）に中間評価を行います。 

図  各上位関連計画の計画期間
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新潟市移動等円滑化促進方針（R6～R15） 

新潟市総合計画2030（R5～R12）

新潟市都市計画基本方針（R5～R14）

新潟市立地適正化計画（H29～R10）

にいがた都市交通戦略プラン（R1～R10）

第4次新潟市障がい者計画（R3～R8）

５年後 
中間 
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最終 
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 １.４ 上位関連計画の整理 
 主な関連計画について、以下に整理します。 

（1）新潟市総合計画 2030 
○本市の総合計画は 2022 年に策定され、「田園の恵みを感じながら心豊かに暮ら
せる日本海拠点都市」を目指す都市像とし８つの分野ごとに政策・施策があり
ます。その他に分野的横断かつ重点的に推進する 10 の政策パッケージを計画
しています。 

○「バリアフリー」は「重点施策１：都市機能の充実と拠点性の向上」に、「障が
い者」は「重点施策６：誰もが個性と能力を発揮しながら、心豊かに暮らせる
社会の実現」に含まれています。

■目指す都市像 

図 1-5 新潟市総合計画 2030 の目指す都市像
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■重点戦略

図 1-6 新潟市総合計画 2030 の重点戦略
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○「バリアフリー」については駅前広場や自由通路などにおいて、「バリアフリー
化など、ユニバーサルデザインの考えに基づいた整備を推進」することが示さ
れており、「障がい者」については「障がいと障がいのある人に対する理解の促
進」が計画されています。 

表 1-1 バリアフリー、障がい者に関連する主な施策 
分野 施策 内容 

(重点戦略１) 
「都市機能の充
実と拠点性の向
上」に関連 

分野 7 
まちづくり・イ
ンフラ 

政策 14 
誰もが暮らしや
すく、持続的に
発展するまちづ
くりの推進 

施策１ 
コンパクト・プラ
ス・ネットワーク
のまちづくり 

②交通ネットワー
クの強化・充実 

○各区と都心方面を結ぶ公共交通サービスの向上や交
通結節点の強化など、都心アクセスの強化を図るとと
もに、駅・港・空港などの広域交通拠点と二次交通を
連携させた主要エリア間のアクセス強化・回遊性の向
上に取り組みます。 
○公共交通の利用促進に向けて、デジタル技術を活用し

ネジメントによる意識啓発に取り組みます。 
○地域に根差した多様な移動手段を確保するため、小型
バスはもとより、タクシーなどの小型車両を組み合わ
せ、利便性と持続可能性を併せ持つ新たな移動手段の
構築に取り組みます。 
○都市部や生活圏において、多様なライフスタイルに合
わせた環境に優しい移動手段として、歩行空間や自転
車利用環境の向上に取り組みます。 
○鉄道駅における交通結節点の機能強化と賑わいの創
出を図るとともに、快適性・安全性を高めるため、駅
前広場、自由通路へのエレベーターの設置をはじめと
したバリアフリー化など、ユニバーサルデザインの考
えに基づいた整備を推進します。 

（重点戦略６） 
「誰もが個性と
能力を発揮しな
がら、心豊かに
暮らせる社会の
実現」に関連 

分野 1 

政策１ 
誰もが個性と能
力を発揮し活躍
できるまちづく
りの推進

施策 3 
障がいのある人の
生きづらさや差別
の解消、社会参加
の推進 

①障がいと障がい
のある人に対す
る理解の促進 

○学校教育などにおける福祉教育や、障がいの有無に
かかわらず共に学ぶ交流および共同学習を推進しま
す。 
○
に対し、手話などの学習機会を充実させるなど、ボ
ランティア活動を推進する人材の育成を行います。 
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（2）新潟市都市計画基本方針 
○本市の今後の都市づくりの方向性を示している新潟市都市計画基本方針は
2023 年 5 月に改訂され、「市街地と田園・自然の多様な魅力が人をつなぐ多核
連携都市 新潟」を目指す都市の姿とし、2032 年度を目標年次としています。 

○基本的な方針が 5つ示されている中で、「基本方針 1 多様な拠点がネットワー
クでつながる多核連携都市」と「基本方針４ それぞれの地域で安心して暮ら
し続けることができるまち」でバリアフリーが示されています。 

■目指す都市の姿 

図 1-7 都市構造のイメージ

●新潟市が目指す都市の姿を「市街地と田園・自然の多様な魅力が人をつなぐ多核連携都
市 新潟』とします。 
●目指す都市の姿の構造（多核連携都市）の実現に向けた考え方が次の 3つの要素で示さ
れています。 
（1）市街地と田園・自然の共生・共鳴 
（2）都市・地域の拠点の機能強化 
（3）拠点間の連携強化 
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○施設整備については「障がいの有無などに関わらず誰もが安心・安全で利用 
しやすい施設となるよう、バリアフリー化やユニバーサルデザインの視点を 
取り入れた整備を進めます。」と示されています。 

表 1-2 バリアフリー、障がい者に関連する方針
基本方針 方針 取組方針

基本方針 1 
多様な拠点が
ネットワーク
でつながる多
核連携都市 

方針 1-4 
道路や公共交
通のネットワ
ークをつくる 

■取組方針1-4-3：交通結節機能の強化 
・交通結節点の機能強化と賑わいの創出を図るため、駅前
広場や自由通路へのエレベーターの設置をはじめとした
バリアフリー化やユニバーサルデザインの考えに基づい
た整備など、交通結節点の快適性・安全性を高めるとと
もに、人々が集い憩える交流機能などの多様な機能の集
積を図ります。 
・また、来訪者や観光客の利便性を高め、交流人口の拡大
を図るため、バスをはじめとする二次交通の充実など、
新潟駅・新潟港・新潟空港などの広域交通結節拠点と、
都心や各拠点の連携を強化します。 

基本方針４ 
それぞれの地
域で安心して
暮らし続ける
ことができる
まち 

方針 4-3 
誰もが安心し
て暮らせる環
境をつくる 

■取組方針 4-3-3：バリアフリー化やユニバーサルデザイン
による環境づくりの推進 

・公共施設や大規模集客施設などでは、子どもから高齢者、
障がいの有無などに関わらず誰もが安心・安全で利用しや
すい施設となるよう、バリアフリー化やユニバーサルデザ
インの視点を取り入れた整備を進めます。
・あわせて、駅やバスターミナルといった交通結節点やバス
車両・バス停などにおいても、バリアフリー化の促進など、
安心・安全で利用しやすい環境づくりを進めます。 
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（3）にいがた都市交通戦略プラン（2019 年） 
○本市の交通政策の基本的な方針を定めているにいがた都市交通戦略プランで 
は「県都新潟の拠点化と安心して暮らせるまち」を交通の将来像に掲げ、2つ 
の目標、5つの基本方針を定めています。 

  ○バリアフリーは、「基本方針 5 みんなで築き上げる交通戦略」の中に含まれて
います。 

■将来像と目標 
交通の将来像：県都新潟の拠点化と安心して暮らせるまち

目標１：県都新潟の拠点化を支える交通【拠点化の視点】 

■将来像を実現するための基本方針 

図 1-8 にいがた都市交通戦略プランの将来像と目標 
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図 にいがた都市交通戦略プランの５つの基本方針

にいがた都市交通戦略プラン 5つの基本方針～10年後の目指す姿～
2.広域交通との連携強化

～都市の活力と拠点性を強化する交通戦略～

駅・港・空港など広域交通拠点と基幹公共交通軸の効果的な連携

【取り組みの方向性】
駅・港・空港など広域交通拠点をバスやタクシーでよりスムーズに連携させ
るとともに、基幹公共交通軸との結節を強化させることで、交流人口の拡大
を図ります。

3.都心部での移動円滑化
～まちなかの賑わいを創出する交通戦略～

まちなか活性化に向けた回遊性向上

－交通の将来像－

県都新潟の拠点化と
安心して暮らせるまち

－目標1－

県都新潟の拠点化を支える交通

「全国とつながる」、「世界とつながる」拠点都市・新潟

－目標2－

安心して暮らせることで選ばれるまちを支える交通

住みよいまち新潟・暮らしたいまち新潟

【取り組みの方向性】
地域のまちなかでは、徒歩や自転車で安心して移動
できる空間をつくり上げるとともに、公共交通の改
善に取り組み、まちづくりと連携した公共交通ネッ
トワークを強化します。

5.市民や関係者による協働
～みんなで築き上げる交通戦略～

市民にとって使いやすく喜ばれる公共交通に改善

【取り組みの方向性】
望ましい土地の利用と放射環状型の道路網をつくり上げるとともに、鉄
道・バス・タクシー・自転車間の役割分担を図り結節を強化することで、
多核連携型のまちづくりを推進します。

【取り組みの方向性】
引き続き、過度な自家用車利用から公共交通利用へ
促進する取り組みを進めるとともに、バリアフリー
化や新技術の導入などをみんなで取り組み、誰もが
使いやすく喜ばれる公共交通へ改善を進めます。

みんなで育てられる
公共交通になった！

1.都心アクセスの強化
～多核連携型のまちづくりを支える交通戦略～

コンパクト・プラス・ネットワークを基本とした公共交通

車がなくても安心して
暮らせるようになった！

【取り組みの方向性】
新潟駅全面高架化などをきっかけに、まちなかの通
過交通を抑制し、道路空間を再構築・利活用するこ
とで、多様な交通手段による回遊性を向上させ、ま
ちなかの賑わいを創出します。

4.生活交通の確保維持・強化
～暮らしを支えるモビリティを地域で育む交通戦略～

暮らしやすい移動環境の確保

多様な交通手段から選んで
回遊できるようになった！

スムーズにまちなかや隣の区に
アクセスしやすくなった！

10年後には…
駅・港・空港間の交通ネットワーク
が使いやすくなった！

10年後には…

10年後には…

10年後には…

10年後には…

免許証返納者

高齢者

幼稚園・保育園児

交通事業者 市役所職員

地域住民

自家用車利用者

：放射軸

－凡例－

都心アクセスの強化
：環状軸

：地域拠点

：生活圏

：連携軸広域交通との連携強化

：都心部都心部での移動円滑化

生活交通の
確保維持・強化

：公共交通の利便性の高い
まちなか居住エリア

：居住を奨励するエリア

：基幹公共交通軸

新幹線や空港にアクセスし
やすいから、出張帰りの空
き時間に観光して行こう♪

空港からまちなかまで
バスですぐだよ！

県外出張者

学生旅行者

今日は天気がいいから自転車
でまちなかを回遊しよう♪

いろいろな乗りもので魅力的なまちを
まわれてワクワクがとまらないよ！

学生まちなかで楽しむファミリー

渋滞を気にせずまちなかまで
スムーズに行けるね！

郊外から都心への公共交通利用者

新幹線や空港にアクセスし
やすいから、出張帰りの空
き時間に観光して行こう♪

免許証を返納しても安心して
暮らせるわ！

送ってもらわな
くても大丈夫♪

みんなで協力して
使いやすい公共交通
にしていこう！

駅まで車で行って電車
に乗り換えて行こう♪

区バス・住民バス
が充実しているか
ら住みやすいわ♪

バリアフリー 
化が含まれてい
ます。 
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○「基本方針 5：みんなで築き上げる交通戦略」において、「ユニバーサルデザ 
インの考え方が重要であり、まずはバリアフリー化や多言語案内などから取 
り組む」ことが示されています。 

【基本方針 5：みんなで築き上げる交通戦略】

図 1-10 スマートウエルネスシティ   図 1-11 ノンステップバス車両と 
バリアレス縁石

これからの交通施策は、自家用車以外の移動手段を充実するとともに、ユニバーサル
デザインの考え方が重要であり、まずはバリアフリー化や多言語案内などから取り組む
必要があります。 
市民にとって使いやすく喜ばれる公共交通に改善していくためには、行政・交通事業

者・住民が共に考え、協働していくことが重要です。 

公共交通は、まちなかの賑わい創出などまちづくりにとっても重要な役割を果たしま

すが、一定のサービスレベルを満たしながら地域に即した運行形態を維持していくため

には、利用者である住民が知恵を出し合い支えていくという意識を醸成する必要があり

ます。住民にも交通サービスの提供に対して自覚を持ってもらうため、自治会等の地域

主導による計画づくりや運営を推進することで、自発的な利用に繋げます。また、公共

交通を運行・運営する交通事業者への行政の関与が重要と考えます。 

さらに、近年は自動運転や ICTを活用した情報提供といった新技術等の動向が活発で

あり、効率的に交通課題を解決するため、民間活力の積極的な導入が求められます。 

このように、目指すべきまちづくりに向けて、今後は住民や関係機関が互いに信頼関係

を築き、意見を交換しながら、適切な役割分担のもと地域に根ざした交通体系づくりを推

進し、「みんなで築き上げる交通戦略」を目指します。
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 １.５ ＳＤＧｓとの関係 

新潟市移動等円滑化促進方針は、多様な個性を持つ全ての人々が、互いの個性を
尊重し合う共生社会の実現や社会的障壁の除去、合理的配慮の提供、心のバリアフ
リーへの意識の醸成を目指すとともに、高齢者や障がい者等が安心・安全に移動で
き、誰もが快適に過ごせるまちの実現に向けて、移動等円滑化を総合的かつ計画的
に実施させるものです。その目指す方向性は、SDGs の目指すところと一致してい
ます。 

図 1-12 SDGｓとの関係 
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■該当する SDGｓのターゲット 

 ※太字：キーワード 

ターゲット 具体的に求められている行動 
3.6 道路交通事故死傷者を半減させる 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者

を半減させる。 

4.2 乳幼児の発達・ケアと就学前教育に
アクセスできるようにする 

2030年までに、すべての子どもが男女の区別な
く、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育
にアクセスすることにより、初等教育を受ける準
備が整うようにする。 

4.3 高等教育に平等にアクセスできるよ
うにする 

2030年までに、すべての人々が男女の区別なく、
手の届く質の高い技術教育・職業教育及び大学を
含む高等教育への平等なアクセスを得られるよう
にする。 

8.6 就労・就学・職業訓練を行っていな
い若者の割合を減らす 

2020年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれ
も行っていない若者の割合を大幅に減らす。 

8.8 労働者の権利を保護し、安全・安心
に働けるようにする 

移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇
用状態にある労働者など、すべての労働者の権利
を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。 

11.1 住宅や基本的サービスへのアクセス
を確保し、スラムを改善する 

2030年までに、すべての人々の、適切、安全かつ
安価な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確
保し、スラムを改善する。 

11.2 交通の安全性改善により、持続可能
な輸送システムへのアクセスを提供
する 

2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子
ども、障害者及び高齢者のニーズに特に配慮し、
公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改
善により、すべての人々に、安全かつ安価で容易
に利用できる、持続可能な輸送システムへのアク
セスを提供する。 

11.7 緑地や公共スペースへのアクセスを
提供する 

2030年までに、女性、子ども、高齢者及び障害者
を含め、人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑
地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供す
る。 
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ターゲット 具体的に求められている行動 
16.7  適切な意思決定を確保する あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加

型及び代表的な意思決定を確保する。 

17.17 
ートナーシップを推進する 

さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を
基にした、効果的な
トナーシップを奨励・推進する。 


